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2017年7月10日 米国株式市場の見通し 情報技術セクターの動向と今後の見通し 
2017年7月07日 テクニカル関連指標等から見た日本株式市場の動向（2017年7月） 
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グローバルPMIの上振れと円安で堅調な展開を予想 

 今後のリスクとしては、通商摩擦に端を発した円高

が挙げられます。しかし、金利差などから見て極端

な円高や円安はいずれも回避されると思われます。

また、内閣支持率の低下もリスク要因ですが、政

権への期待は一巡しており、さらなる波乱要因にな

る可能性は低いと見られます。 

 堅調な世界経済と円高リスクの後退で日本株式

市場は年初来高値を追う展開が期待されます。 

年初来高値を追う展開へ 

 6月は米国や中国の製造業「購買担当者景気指

数（PMI）」が事前予想を上回るなど、今後グ

ローバルベースで製造業PMIが上昇局面入りする

可能性があります。グローバルな景況感と、日本企

業の収益見通しの上振れ度を見るリビジョン・イン

デックスは密接に関係しており、グローバルな景況

感が上向いて来れば、業績の上振れ期待も高まる

と思われます。 

グローバルPMIに上振れ期待 
底堅い内需を背景に堅調 

 一方、主要国の金融政策は、今後一段と違いが

表面化すると見られます。米国の連邦準備制度理

事会（FRB）は9月の連邦公開市場委員会

（FOMC）で保有資産の削減か、追加の利上げ

を実施する可能性が高まっています。欧州中央銀

行は9月の理事会で量的金融緩和政策の縮小を

公表し、18年から開始すると見られます。日本は

現状の金融政策を維持すると見られ、金融政策の

違いから円安余地が拡大したと思われます。 

円高リスクが後退 
金融政策の違いが背景 

日本株式市場の見通し 

【グローバルPMIと日本企業の 
リビジョン・インデックス】 
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【日本企業の経常利益と東証株価指数の推移】  
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（注）東証株価指数は2002年度~2017年度末値。2017年度は7月10日 
         現在。2007年度＝100。 
         経常利益は2002年度~2018年度。2017、2018年度は三井住友 

         アセットマネジメント予想。全産業（除く金融）は224銘柄（製造業 
         134銘柄、非製造業（除く金融）90銘柄）。予想の前提：ドル/円 
          レート110円、ユーロ/円レート120円、原油価格50ドル/バレル。 

（出所）Datastreamのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成  
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（注）データは2014年7月~2017年6月。日本企業のリビジョン・インデック
スは（増益企業数－減益企業数）÷企業数×100。グローバル
PMIはJPモルガングローバル製造業PMI。 

（出所）Bloomberg L.P.、Datastreamのデータを基に三井住友アセット 

           マネジメント作成 

（年） 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/japan/news170707jp.html
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